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Ⅳ 特別調査事項 雇用者数の過不足感について

雇用者数の過不足感について

（１）雇用者数の動向 【前年同期比】

「ほぼ増減なし」 ６０.１％ 「減少」 ３１.９％ 「増加」 ８.０％

（２）減少した雇用者の職種【（１）で「減少」と回答した企業のみ】

「正社員」 ３７.４％ 「正社員・非正社員の両方」 ３２.０％ 「非正社員」 ３０.６％

（３）今の雇用者数の過不足感

「適正」 ６０.９％ 「過剰」 ２８.０％ 「不足」 １１.１％

（４）職種別にみた雇用者数の過不足感 【過剰感の高い職種】

「生産部門」 ２７.８％ 「一般事務部門」 １４.２％ 「管理部門」１３.３％

（５）年齢別にみた雇用者数の過不足感 【過剰感の高い年齢層】

「６０歳代」３８.３％ 「５０歳代」 ３０.９％ 「４０歳代」 １１.９％

（６）今後の雇用者数の見込み

「ほぼ増減なし」 ７３.１％ 「減少見込み」１９.８％ 「増加見込み」 ７.１％

（７）従業員に不足が生じた場合の対応（複数回答） 【主な対応】

「パート・アルバイトを採用」 ４３.４％

「正社員を採用」 ３４.４％

「自社の定年退職期の従業員で対応」 １７.３％

※ 本文中の数値については、グラフのほか、アンケート調査集計表（４７頁以下）を参照して下さい。

特別調査事項として、雇用者数の過不足感について県内中小企業に聞いたところ、次の

ような結果となった。

○ 雇用者数の過剰感が調査開始以来最高となった。「過剰」が２８.０％、「不足」が

１１.１％で、平成１４年以来７年ぶりに「過剰」が「不足」を上回った。「過剰」は

平成１２年の調査開始以来最も高い割合となり、「不足」も最も低い割合となった。

○ 雇用者数は、前年同期と比べ「減少」が３１.９％、「増加」が８.０％で、「減少」が

「過剰」を大きく上回った。
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（１）雇用者数の動向【前年同期比】 （集計表Ｐ４７参照）

全体では、「ほぼ増減なし」が６０.１％と最も多くを占める中、「減少」が３１.９％、「増

加」が８.０％で、「減少」が「増加」を大きく上回っている。

前年の調査結果と比べると、「減少」が１３.１ポイント増加し、「増加」が５.３ポイント減

少した。

業種別にみると、製造業、非製造業ともに「減少」が「増加」を上回っており、特に製造

業は「減少」が「増加」を３１.５ポイント上回った。

内訳（４７頁参照）をみると、「減少」した企業の割合が高かった業種は、「輸送用機械

器具製造業」の６０.４％をはじめとして、「金属製品製造業」が４７.５％、「プラスチッ

ク製品製造業」が４６.４％など、製造業が多く、製造業の１１業種中６業種で 4 割を超え

ている。非製造業では、「建設業」の３４.４％が最も高かった。

一方、「増加」した企業の割合が高かった業種は、「食料品製造業」（１５.８％）、「サ

ービス業」（１５.５％）、「運輸業」（１４.５％）などとなっている。
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（２）減少した雇用者の職種 （集計表Ｐ４８参照）

（１）で「減少」と回答した企業に、減少した雇用者の職種を聞いたところ、「正社員」が

３７.４％で最も多く、次いで「正社員と非正社員の両方」が３２.０％、「非正社員」が

３０.６％となっている。雇用者数が減少した企業のうち、約７割の企業で正社員が減少して

いる。

なお、業種別の大きな違いはみられなかった。
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減少した雇用者の職種（雇用者数が減少した企業）
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（３）今の雇用者数の過不足感 （集計表Ｐ４９参照）

全体では、「適正」が６割を占める中、「過剰」が２８.０％、「不足」が１１.１％で、平成

１４年以来７年ぶりに「過剰」が「不足」を上回った。「過剰」は、平成１２年の調査開始以来

最も高い割合となり、「不足」も最も低い割合となった。「過剰」は前年よりも３倍以上増えて

おり、雇用者数の過剰感が急激に高まったことがわかる。
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業種別にみると、製造業、非製造業ともに「適正」が最も高い割合を占める中、「過剰」が「不

足」を大きく上回った。

「過剰」は、製造業が３７.３％、非製造業が２１.５％であり、ともに前年よりも３倍以上増

えて、平成１２年の調査開始以来最も高い割合となった。

内訳（４９頁参照）をみると、過剰感の高い業種は、「輸送用機械器具」（５４.５％）、「鉄

鋼業・非鉄金属」（５３.３％）、「金属製品」（４８.８％）など、製造業に集中している。

なお、「不足」が「過剰」を上回った業種は一つもなかった。
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（４）職種別にみた雇用者数の過不足感（集計表Ｐ５０～Ｐ５４参照）

全体では、「一般事務部門」、「管理部門」及び「生産部門」で「過剰」が「不足」を上回っ

た。

一方、「営業（販売）部門」及び「研究開発部門」は「不足」が「過剰」を上回った。

過剰感が最も高い職種は、「生産部門」（２７.８％）、不足感が最も高い職種は「営業（販

売）部門」（２２.６％）となっている。

なお、「一般事務部門」及び「管理部門」は、ほとんどの企業が「適正」としている。
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業種別にみると、製造業、非製造業ともに、「一般事務部門」、「管理部門」及び「生産部門」

で「過剰」が「不足」を上回った。製造業、非製造業ともに、過剰感が最も高い職種は「生

産部門」、不足感が最も高い職種は「営業（販売）部門」となっている。
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（４）年齢別にみた雇用者数の過不足感（集計表Ｐ５５～Ｐ５９参照）

全体では、低い年齢層ほど不足感が高く、高い年齢層ほど過剰感が高くなっている。

「１０～２０歳代」では「不足」が約５割、「３０歳代」では３分の１以上を占めている。

「４０歳代」は、「適正」とする企業が約７割を占めている。

また、「５０歳代」及び「６０歳代」では、「過剰」が「不足」を上回っている。
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業種別にみると、製造業、非製造業ともに、低い年齢層ほど不足感が高く、高い年齢層ほど過

剰感が高くなっている。

「４０歳代」以下では、業種による違いがほとんどないが、「５０歳代以上」になると、製造

業の方が過剰感が高くなっている。
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（５）今後の雇用者数見込み（集計表Ｐ６０参照）

全体では、「ほぼ増減なし」が約７割を占める中、「減少見込み」が１９.８％、「増加見込み」

が７.１％で、２年連続で「減少見込み」が「増加見込み」を上回った。

「増加見込み」は昨年に引き続き後退し、平成１２年の調査開始以来、最低の値となった。ま

た、「減少見込み」は調査開始以来、最高の値となった。
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業種別にみると、製造業、非製造業ともに「減少見込み」が「増加見込み」を上回っている。

非製造業では「減少見込み」が調査開始以来最高の値となった。

内訳（６０頁参照）をみると、「減少見込み」の割合が高い業種は、「輸送用機械器具製造業」

（３４.０％）、「運輸業」（２７.３％）、「家具・装備品製造業」（２６.７％）などとなって

いる。
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３ 従業員に不足が生じた場合の対応 （Ｐ６１参照）

従業員に不足が生じた場合の対応は、「パート・アルバイトを採用」が４３.４%で最も多く、

次いで「正社員を採用」が３４.４％となっている。

前年調査結果と比較すると、「正社員を採用」（前年比▲７.５ポイント）や「派遣・請負で

対応」（前年比▲７.１ポイント）などが前年よりも割合を下げた。
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業種別にみると、製造業、非製造業ともに順番は同じであり、大きな違いはなかった。

製造業では、前年は「正社員を採用」が最も多かったが、今回は「パート・アルバイトを採用」

が最も多くなっている。

【複数回答】
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嘱託を採用

派遣・請負で対応

自社の定年退職期

の従業員で対応

正社員を採用

パート・アルバイト

を採用

H20.6

H21.6

【複数回答】

12.0%

2.1%

12.1%

13.2%

13.8%

31.4%

43.1%

13.1%

2.2%

12.3%

19.6%

11.5%

35.3%

41.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

対応しない

その他

契約社員・

嘱託を採用

派遣・請負で対応

自社の定年退職期

の従業員で対応

正社員を採用

パート・アルバイト

を採用

H20.6

H21.6

従業員に不足が生じた場合の対応＜全体＞【複数回答】

不足が生じた場合に対応＜製造業＞ 不足が生じた場合に対応＜非製造業＞
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【参考】アンケート調査対象企業の従業員数 （集計表Ｐ６２参照）

アンケート調査対象企業の従業員数を聞いたところ、従業員２０人以下の企業が、全体の約３

分の２を占めている。

また、非製造業については、従業員５人以下の小規模企業が半数近くを占めている。

37.5%
23.0%

48.1%

30.1%

34.3%

26.9%

17.3%
23.0%

13.2%

15.1% 19.6%
11.8%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

全体 製造業 非製造業

51人以上

21～50人

6～20人

1～5人

51人以上

21～50人

6～20人

1～5人

運

輸

業

0%

20%

40%

60%

80%

100%

製造業 非製造業

輸

送

用

機

械

器

具

繊

維

工

業

印

刷

業

紙パ

加ル

工プ

品 ・

紙

・

金

属

製

品

一

般

機

械

器

具

電

気

機

械

器

具

食

料

品

家

具

・

装

備

品

製プ

品ラ

ス

チ

ッ

ク

非鉄

鉄鋼

金業

属 ・

建

設

業

卸

売

・

小

売

業

飲

食

店

情

報

サ

｜

ビ

ス

業

不

動

産

業

サ

｜

ビ

ス

業


